
議第１０号議案  

  

   平成２６年度地方財政に関する意見書の提出  

  

 平成２６年度地方財政に関し、関係行政機関へ意見書を提出したいので、次の

とおり提出する。  

  

   平成２５年１２月１７日提出  

  

政策・総務・財政委員会    

委員長  鈴  木  太  郎    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



平 成 ２ ６ 年 度 地 方 財 政 に 関 す る 意 見 書  

 

 真 の 分 権 型 社 会 を 実 現 し 指 定 都 市 が そ の 役 割 を 十 分 果 た し て い く た め に は 、 国

と 地 方 の 役 割 分 担 を 抜 本 的 に 見 直 し た 上 で 、 新 た な 役 割 分 担 に 応 じ た 税 の 配 分 と

な る よ う 地 方 税 財 源 の 拡 充 強 化 を 行 う 必 要 が あ る 。 さ ら に 、 今 後 大 き く な る 基 礎

自 治 体 の 役 割 分 担 を 踏 ま え 、 地 方 財 政 の 自 主 的 か つ 安 定 的 な 運 営 の た め 、 国 の 歳

出 削 減 を 目 的 と し た 安 易 な 地 方 交 付 税 の 削 減 等 を 行 う こ と な く 必 要 な 地 方 財 源 の

総 額 を 確 保 す る と と も に 、 都 市 税 源 の 充 実 を 図 る こ と に よ り 、 大 都 市 の 実 態 に 即

応 し た 税 財 政 制 度 を 確 立 す る こ と が 重 要 で あ る 。  

 よ っ て 、 政 府 に お か れ て は 、 平 成 ２ ６ 年 度 地 方 財 政 に お い て 次 の 事 項 に 配 慮 す

る よ う 強 く 要 望 す る 。  

１  社 会 保 障 関 係 費 の 自 然 増 や 防 災 ・ 減 災 事 業 、 地 域 の 活 性 化 な ど 増 大 す る 地 域  

 の 財 政 需 要 を 的 確 に 把 握 し た 上 で 、 地 方 の 一 般 財 源 の 総 額 を 確 保 す る こ と 。  

２  地 域 に お け る 経 済 情 勢 は 依 然 と し て 厳 し い こ と か ら 、 地 域 経 済 の 活 性 化 や 雇  

 用 対 策 の 取 り 組 み を 実 施 す る た め の 措 置 と し て 臨 時 的 に 設 け ら れ て い る 、 い わ  

 ゆ る 歳 出 特 別 枠 に つ い て 減 額 を 行 わ な い こ と 。  

３  平 成 ２ ６ 年 度 の 地 方 財 政 に お い て も 巨 額 の 財 源 不 足 が 見 込 ま れ て い る こ と か  

 ら 、 別 枠 の 加 算 に つ い て 拡 充 す る と と も に 、 地 方 交 付 税 の 法 定 率 の 引 き 上 げ な  

 ど 抜 本 的 な 対 策 を 行 う こ と 。  

４  地 方 交 付 税 は 地 方 固 有 の 財 源 で あ り 、 地 方 公 務 員 給 与 の 引 き 下 げ の 要 請 手 段  

 と し て 用 い る な ど 、 一 方 的 な 国 の 政 策 目 的 を 達 成 す る た め の 削 減 は 今 後 行 わ な  

 い こ と 。  

５  県 費 負 担 教 職 員 の 給 与 負 担 事 務 の 道 府 県 か ら 指 定 都 市 へ の 移 譲 に 当 た っ て 

 は 、 道 府 県 、 指 定 都 市 の 双 方 に と っ て 財 政 運 営 へ の 影 響 を 最 小 限 と す る こ と 、  

 す な わ ち 、 財 政 中 立 を 基 本 と し て 国 が 適 切 な 地 方 財 政 措 置 を 講 ず る こ と 。  

 こ こ に 横 浜 市 会 は 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 す る 。  

  

平 成 ２ ５ 年 １ ２ 月 １ ７ 日  

  



 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

 （ 経 済 財 政 政 策 ） 

 文 部 科 学 大 臣 

  

                           横浜市会議長     

                             

宛て  


